
●平成29年3月定例会
●常任委員会・予算特別委員会
●ここが聞きたい一般質問
●新しい議会構成が決まる
●議会トピックス・議会の動き・編集後記
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平成29年度予算を可決
一般会計42億7,500万円　特別会計30億4,594万円

会計別予算規模 （単位：千円）

会　　計　　名 29年度予算額 28年度予算額 増減額 増減率（%）

一　般　会　計 4,275,000 4,470,000 △195,000 △4.4

特
　
別
　
会
　
計

国民健康保険特別会計 1,425,000 1,364,000 61,000 4.5

後期高齢者医療特別会計 155,000 158,000 △3,000 △1.9

介護保険事業特別会計 750,000 723,000 27,000 3.7

公共下水道事業特別会計 534,895 431,531 103,364 24.0

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 181,052 187,050 △5,998 △3.2

小　　　計 3,045,947 2,863,581 182,366 6.4

合　　　計 7,320,947 7,333,581 △12,634 △0.2

水
道
事
業
会
計

収　益
収　入 472,423 461,111 11,312 2.5

支　出 472,195 461,003 11,192 2.4

資　本
収　入 264,000 153,100 110,900 72.4

支　出 496,251 380,211 116,040 30.5

　平成29年第１回定例会が、３月３日から
16日までの14日間の会期で開催されました。
　本定例会では、平成29年度各会計予算を
はじめ、条例の制定・改正及び平成28年度
一般会計・特別会計補正予算など29件の議
案等が提出され、全て議案等が原案のとお
り可決・採択となりました。
　これに先立ち、総務文教委員会、経済建
設委員会が開かれ、関連議案について審議
されました。
　また、３月８日、10日、13日の３日間に
わたり予算特別委員会が開かれ、平成29年
度の各会計予算について集中審議されまし
た。 
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平成29年第１回定例会では、２ページのほか下記のことが決定しました。

議案第１号
五霞町情報・防災ステーションの設置及び管理に関する条例
山王高規格堤防上に整備した防災拠点施設の名称、位置、管理等を規定する条例
の制定

議案第２号 五霞町特定個人情報保護条例の一部を改正する条例

法律改正に伴う条例の改正

議案第３号 五霞町個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例

法律改正に伴う条例の改正

議案第４号
五霞町一般職非常勤職員等の任用、勤務条件等に関する条例の一部を改正する条例
現在の臨時職員、嘱託職員を一般職非常勤職員、特別職非常勤嘱託職員として任
用を整理

議案第５号 五霞町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例

人事院勧告に基づく条例の改正

議案第６号 五霞町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

人事院勧告に基づく条例の改正

議案第７号
五霞町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改
正する条例
�特別職非常勤嘱託職員の報酬及び五霞町空家等対策協議会設置に伴う委員報酬の
規定を整備

議案第８号

五霞町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の特例に関する条
例の一部を改正する条例
・町長：前年度に引き続き月額給与の10%減額
・教育長：前年度に引き続き月額給与の5%減額
（実施期間：平成29年4月1日から平成30年3月31日）

議案第９号 五霞町職員の旅費に関する条例の一部を改正する条例

法律改正に伴う条例の改正

議案第10号 五霞町税条例等の一部を改正する条例

法律の改正・施行及び政令の施行に伴う条例の改正

議案第11号 町道の認定について

圏央道の整備に伴う既存町道の機能補償として整備される予定の16路線を認定

議案第12号 町道の廃止について

首都圏氾濫区域堤防強化対策事業の施工に伴い１路線の廃止

議案第13号 平成28年度五霞町一般会計補正予算（第5号）

歳入歳出それぞれ1億4,346万6千円を減額補正

議案第14号 平成28年度五霞町国民健康保険特別会計補正予算（第3号）

歳入歳出それぞれ1,690万8千円を追加補正
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意見書を提出しました
　定例会で採択された請願について、地方自治法に基づき、意見書を茨城県知事ほか、関係市町村長
に提出しました。（なお、文章は要約して掲載しています。）

　〇まもなく40年を迎える東海第二原発の20年延長の申請をしないよう働きかけることを求める意見書

　福島第一原発事故の際に発せられた緊急事態宣言は、今なおそのままである。そして、事故がなぜ
起こったのかという原因についても、いまだ確定的な結論は出ていない。
　事故を最初に起こしたのは１号機であったが、この原発は運転期間が40年になる老朽原発であった。
原発の運転期間は、「検査に合格した日から起算して40年」と定められ、「原子力規制委員会の認可を
受けて、１回に限り20年以内の運転延長ができる」となっている。
　しかし、運転延長による原発の劣化・老朽化の危険性は、福島第一原発事故にも表れているとおり、
東海第二原発は、運転期間が38年を経過しており、巨大地震と津波により被災し、敷地にも地盤変動
が見られる。また、半径30kｍに約100万人が居住しており、もし深刻な原発事故が起きた場合には、
極めて大きな被害につながる危険性があるが、日本原子力発電株式会社は、東海第二原発の運転延長
の申請をしようとしている。
　そこで、茨城県知事並びに原子力所在地域首長懇談会及び東海第二発電所安全対策首長会議の関係
自治体の首長に対し、日本原子力発電株式会社が東海第二原発の運転延長の申請をしないよう働きか
けることを強く求めるものである。

議案第15号 平成28年度五霞町後期高齢者医療特別会計補正予算（第3号）

歳入歳出それぞれ947万9千円を追加補正

議案第16号 平成28年度五霞町介護保険事業特別会計補正予算（第3号）　

歳入歳出それぞれ266万2千円を追加補正

議案第17号 平成28年度五霞町公共下水道事業特別会計補正予算（第3号）

歳入歳出それぞれ2,231万4千円を減額補正

議案第18号 平成28年度五霞町農業集落排水事業特別会計補正予算（第2号）

歳入歳出それぞれ1万8千円を追加補正

議案第19号
平成28年度五霞町水道事業会計補正予算（第3号）
（収益的収入及び支出）　収入支出それぞれ156万9千円の追加補正
（資本的収入及び支出）　収入2,088万円の減額補正　支出2,072万2千円の減額補正

発議第１号 五霞町議会予算特別委員会の設置
請願第１号「まもなく40年を迎える東海第２原発の20年延長の申請をしないよう

働きかけることを求める意見書」提出の請願書 採択

=総務文教委員会付託　 =経済建設委員会付託
※議案第20号から議案第26号については、新年度の各会計別予算となります。
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　圏央道の整備に伴い今回
16路線を町道として認定する
が、集中豪雨等による雨水の
田畑や住宅等への影響などが
懸念される。また、雑草など今
後の維持管理等が課題となっ
てくるが、国の機能補償も含
めた対応は。
　国に対して、雨水排水対

策や安全対策として、U字溝に
ふたをかけるとか、防草シー
トやコンクリートなどで雑草
が生えないような処置を要望
しているところです。　 

　情報・防災ステーション
の建築工事期間中に、盗難事
件が結構あったようで、管理
が難しい場所と思うが防犯上
の対策は。 
　工事期間中に４件ほど盗

難があったことから、現在防犯

カメラを設置しています。今
後状況を踏まえて、更なる防
犯対策を検討したいと考えて
います。
　また、駐車場は、消防団で
も利用を考えており、消防団
がいるということで一定の抑
止力になると思われます。

　情報・防災ステーション
は４月１日から使用できるの
か。
　４月上旬に竣工式を考え

ています。所管は生活安全課
となりますが、施錠等の管理
は道の駅ごかにお願いする予
定です。トイレ以外の施設に

ついては、夜間は閉鎖し、朝
と夕方に開閉します。

　今回の補正予算で、固定
資産税が５千万円追加となっ
ているが、徴収率が上がった
ということなのか。
　固定資産税は、他の税目

に比べて法人の納税義務者を
多く含んでいます。当初予算
では、歳入欠陥にならないよ
う、また事業に支障がない範
囲で税額を計上します。
　本年度の実績の見込みによ
り増額をさせていただきまし
た。

Ｑ＆
常任委員会

　今、各自治体でふるさと
納税について、物議を醸し出
しています。町はどの程度算
定しているのか。
　今年２月から新たな業者

と契約しまして、現在２社体制
で行っています。寄附の額は、
300万円を当初予算で組んでい

ます。なお、寄附の額は、平成
27年度222万7千円、28年度が2
月末で264万5千円となっていま
す。

　今ネット社会の中で情報
を得るには、スマートフォンな
どが主流かと思いますが、町
の庁舎、公共施設においても
Wi－Fi機能の設置の考えは。
　国では、東京オリンピッ

クに向けて公共施設へのWi－
Fiのスポットの設置を進める
自治体へ補助制度を設け、設
置促進を図っています。町で

も平成27年度から３年間情報
収集を行い、平成30年度に予
算計上し、避難所等を中心と
した設置を考えています。

　 防 犯 灯・ 街 路 灯 設 置 管
理事業で、LED化の事業が始
まったのが平成25年かと思う
が、防犯灯が切れたら随時LED
にしていくということではな
かったのか。
　防犯灯のLED化について

は、器具等が使えなくなった
ものについてLED化という形
で交換している状況です。

活用が期待される情報・防災ステーション

Ｑ＆
予算特別委員会予算特別委員会予算特別委員会予算特別委員会
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　高齢者活動支援事業でシ
ルバーの雇用方法について、今
現在、雇用は請負が多いと思
われるが、労働者派遣法の改
正もあり、派遣を推進するよ
うな動きがあるが、現状はど
うか。
　五霞町のシルバー人材セ

ンターにおいては、９割近く
が請負の契約を結んでいます。
国や県のシルバー人材セン
ターにおいては、広い確実な
雇用を図るために、高齢者に
おいても派遣を推進するよう
にということが提言されてお
り、町としても派遣を推進す
る体制整備を図っています。

　道の駅ごかへの修繕費に
ついて、指定管理者に委託し
ている場合、指定管理者側が
支払うべきものと認識してい
るがどうか。
　平成17年以降、指定管理

で委託していますが、取り決
めの中で建物本体や敷地に係
る部分、またそれらの付帯設
備の修繕については町が行う
としており、日常使う上での
維持管理や消耗品の交換、ご
く簡単な維持管理などは、道
の駅側で行うことになってい
ます。

　産業廃棄物処分業務委託
料ということで100万円計上
されているが、どのような用
途に使うのか。
　中央公民館の東側に仮置

きしているU字溝・アスファル
トがらなどの建設廃材等の処
分を業者に委託したいと考え
ています。

　九十九里町での五霞っ子
体験交流教室などの活動で、校
外学習引率者の補助金という
のは、どのような方が対象に
なっているのか。
　町で採用している教育活

動指導員等が校外学習等に補
助として、付き添う時の負担
分として町が支出をしていま
す。

　国民健康保険は、平成30
年度から都道府県が財政責任
主体となり、今後も保険税の
負担が増えていくと予想され
ているが、その見込みは。
　平成30年以降の国保財政

運営の取り扱いについては、現
在検討しているところです。国

保税は市町村によって非常に
開きがあることから、将来的
には統一する方向性はありま
すが、スタート時点では、ま
ず市町村ごとに保険税率を定
めることになります。

　地域支援事業の中の65歳
以上のすべての方を対象とし
た予防について、講座や体操
教室というのは、実際にどの
ようなものを実施する予定か。
　現在すでに実施している

シルバーリハビリ体操や、リ
ハビリを兼ねたもので、理学
療法士を招いて、介護予防教
室を実施する予定です。

　水道事業の資本的支出で
水源開発費683万6千円を計上
しているが、この２年くらい、
補正予算で200数十万円に減
額しています。今年度も含め
て700万円弱の予算を計上し
ている理由は。
　この予算は、思川開発事

業にかかわる水源地域対策特
別措置法に基づくダム周辺整
備に係る事業の、平成29年度
事業計画による五霞町負担額
で、その年度に執行できなかっ
た予算については、年度末等
に減額をしています。
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国民健康保険制度の現状について
健康で長生きできるような対策を推進

問
答

町の人口増対策と事業について
若い人に住んでもらえる生活環境整備へ

問
答

伊藤　正子 議員

ここが聞きたい　一般質問 紙面の都合で発言を要約して掲載しています。

問　医療費は医療の高度化と加
入者の高齢化などにより増え続
けている。保険制度維持のた
め①「国保」の加入世帯②１人
あたり年間保険税③「特定健診」
受診者数④ジェネリック医薬品
利用状況は。
町民税務課長　①1,475世帯。
65歳から74歳まで1,059人、加
入者全体の39.4％で「国保」の
高齢者の加入割合というのは極
めて高い。②本年度見込は10万
180円。加入者の所得に対して
負担感は重い。③受診者706名、
受診率35.4％。県平均より上位。
④本年度10月診療の利用割合

70％。保険者の負担だけでなく
被保険者（患者さん）自身の自己
負担も軽減するということで普
及啓発を続けている。
町長　住民の皆さんが健康で長
生きできるような対策が必要だ
と考えている。結果的に医療費・
介護給付費抑制に結びついてい
くものと思うので、今後もしっ
かりと取組んでいきたい。

問　町の人口減に適応した地域
づくりが求められ、地域の活力
を保つには行政・学校などの町
の機能集約が求められている。
小さな町だからできる人口増対
策と事業は。
町民税務課長　少子化対策事業
として、医療福祉費助成は前年
度7,797件、不妊治療に対する
助成は本年度２月末で７件。「第
３子」以降を対象とした「就学
祝金」は今年度12人に交付し
た。五霞町結婚支援事業を通し
た婚姻が１件報告されている。
結婚相談・お見合いの設定など
支援を求める方にきめ細かい対
応をしている。

生活安全課長　町内の空き家戸
数84戸。平成29年においては
県から専門家（弁護士・司法書
士・宅建士・建築士など）を町
に派遣していただき、空き家の
利活用・除却・相続・売却など
所有者からのあらゆる相談に対
応する空き家相談会を開催して
いきたいと考えている。
町長　住民の希望でもある商業
施設の誘致、町の活性化、若い
世代に住んでもらえるような生
活環境の整備について、スピー
ド感を持って推進していきたい
と考えている。
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樋下　周一郎 議員

人口減対策には町の魅力度アップが足りない
のでは
町内の企業と連携を強化して進めていきたい

問

答
　町の人口を増やしていくため
には、中長期的な財政計画と施
策が必要であり、若い世代に町
に住んでもらうためには、１に
住宅支援、２に子育て支援、３
に教育だと思います。

問　町の人口減少をどう捉えて
いるか。危機感はあるか。
政策財務課長　町人口ビジョン
では、平成32年8,576人との
推計である。このままでは危機
的な状況であると考え、中長期
的な施策と財政計画が必要だと
考えている。
町長　町内には企業がたくさん
あるので、企業との連携を強化
して人口減対策を考えたい。

問　町をアピールするものは何
か。
政策財務課長　緑豊かな自然環
境、工業団地、インフラの整備、
ICT教育、保育環境、交通環境
など。

問　住宅支援は考えているか。

新たな住宅開発はどうなってい
るか。
政策財務課長　原宿台、土与部
の一部以外は建築に関する制限
があり、空家等の利活用をでき
る限り早い段階で考えている。
新市街地の住宅開発は難しい状
況となっている。

問　子育て支援事業の中で保育
事業を拡充する考えはないか。
その中で病児保育事業を進めた
らどうか。
健康福祉課長　新事業、保育士
の労働環境改善、第３子の保育
料無償化、第2子の保育料半減
世帯の拡充などに取り組んでい
る。病児保育は久喜市や坂東市
で取り組んでいる。国の基準が
あり、保健センターでの取り組
みは難しい。
町長　保育料については、近隣
市町よりも安くなっている。

問　小学校の統合を検討すべき
ではないか。小中一貫校も検討
すべきでは。

教育長　統合が前提ではないが、
子どもたちにとってどの様な学
校のあり方が良いか、検討の時
期に来ているとは認識している。
教育次長　平成34年の児童数
の推計は、東小190人、西小
127人である。小中一貫校につ
いては、メリット、デメリット
等はこれからの検証課題である。

問　IC周辺開発の商業施設の誘
致は進んでいるか。また、道の
駅東側の土地取得は。
副町長　現時点で報告できる状
況にないが、関係機関と連携し
て努力している。
　道の駅東側の土地については、
エリア全体の問題として検討し
ていく。

小学校児童数見込み

※数字は、平成29年3月1日現在の見込み

H29 H34 減少率(% )

東小 227 190 16.3

西小 156 127 18.6

合計 383 317 17.2

原宿台地区
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新しい議会構成が決まる
　５月15日開会の第１回臨時会において、宇野進一議長と大久保帝二副議長の辞職に伴う正副議
長の選挙が行われ、新議長に樋下周一郎氏、新副議長に板橋英治氏が選出されました。
　また、各常任委員会、議会運営員会等の選任及び正副委員長の互選が行われました。なお、議
会人事構成は下記のとおりです。

　町民の皆様方には、日頃から町政の発展に種々のご
協力とご支援、並びに町議会に対しまして深いご理解
を賜り、心から感謝申し上げます。
　さて、私どもは去る５月15日の第１回臨時会におい
て議員各位のご推挙を賜り、議長、副議長の重職に就
任することになり、身に余る光栄と存じております。
　同時に、議会は町政における重要な事項を決定する
機関であることから、その責任は、極めて重大である
と痛感しております。
　ご推挙をお受けしたからには、微力ではあります
が、誠心誠意最善の努力をいたし、町民総意を十分尊
重した町政の推進と円滑な議会運営に最大の努力を傾
注し、皆様方のご期待に報いたいと固い決意でござい
ます。
　どうか今後とも、町民の皆様方のより一層のご支
援とご鞭撻を賜りますようお願い申し上げますととも
に、皆様方のご多幸を心からお祈り申し上げまして、
就任の挨拶といたします。

新
　
任
　
挨
　
拶

樋下　周一郎　議長

板橋　英治　副議長

役　　職　　名 人数 氏　　　　　　　名
議 　 　 　 　 　 長 １名 　樋下周一郎

副 　 　 議 　 　 長 １名 　板橋英治

常　任
委員会

総 務 文 教 委 員 会 ５名 ◎伊藤正子　　○青木武明　　樋下周一郎　大久保帝二　高橋宏光

経 済 建 設 委 員 会 ５名 ◎宇野進一　　○新井　庫　　鈴木喜一郎　板橋英治　　植竹美智雄

議 会 運 営 委 員 会 ５名 ◎鈴木喜一郎　○青木武明　　宇野進一　　伊藤正子　　新井　庫

広 報 編 集 特 別 委 員 会 ６名 ◎大久保帝二　○高橋宏光　　新井　庫　　植竹美智雄　樋下周一郎
　板橋英治

町議会堤防強化事業対策特別委員会 ９名 ◎鈴木喜一郎　○植竹美智雄　青木武明　　宇野進一　　大久保帝二
　伊藤正子　　　板橋英治　　高橋宏光　　新井　庫

議 会 選 出 監 査 委 員 １名 　欠　員

さ し ま 環 境 管 理 事 務 組 合 議 員 ３名 　青木武明　　　鈴木喜一郎　宇野進一

利根川栗橋流域水防事務組合議員 ２名 　大久保帝二　　新井　庫

茨城西南地方広域市町村圏事務組合議員 ２名 　樋下周一郎　　植竹美智雄

茨城県後期高齢者医療広域連合議会議員 １名 　樋下周一郎

五霞町議会役職構成一覧表
（平成29年５月15日現在）

◎委員長　○副委員長
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わかりやすい議会
Q&A

Ｑ： 議会には、なぜ委員会があるの？
Ａ： 議会の権限事項は従前に比べ量的

に増え、内容も複雑多岐にわたっ
ていることから、議会の内部組織
として、本会議の機能の一部を分
担している前審機関として、本会
議における審議の予備的・専門的・
技術的な審査機関として設置され
ています。

Ｑ： 議会運営委員会はどんな委員会で
すか？

Ａ： 円滑な議会運営のため、協議・意
見調整を図る委員会です。議会の
会期や、議事日程、意見書・決議
の取扱い、会議規則や委員会条例
に関する事項等を所管していま
す。

Ｑ： 常任委員会ってどういうもの？
Ａ： 地方自治体の議会が一定の部門の

事務に関する調査、議案、陳情等
の審査を行わせるため、条例で定
めている常設の委員会です。

　 　　町議会では総務文教委員会と経
　済建設委員会があり、議員はどち
　らかの委員会に所属することに 
　なっています。

委 員 長
副委員長
委 員

大久保�　帝 　二
高 橋 宏 光
新 井　　 庫
植　 竹　美智雄
樋　 下　 周一郎
板 橋 英 治

広報編集委員会

３ 月 ３ 日
３ 月 ６ 日
３ 月 ７ 日
３ 月 ８ 日
３ 月10 日
３ 月13 日
３ 月14 日

〃
３ 月16 日
３ 月21 日
４ 月 ６ 日

４ 月13 日
４ 月21 日
５ 月 ８ 日

〃
〃

５ 月12 日
５ 月15 日
５ 月19 日

〃
５ 月26 日

〃

第１回定例会初日
総務文教委員会
経済建設委員会
予算特別委員会
予算特別委員会
予算特別委員会
一般質問
議会運営委員会
第１回定例会最終日
議会全員協議会
議会運営委員会

広報編集特別委員会
議会全員協議会
広報編集特別委員会
議会運営委員会
議会全員協議会
議会全員協議会
第１回臨時会　
広報編集特別委員会
議会全員協議会
議会運営委員会
議会全員協議会

６月13日（火）・14日（水）
お気軽に傍聴においでください

問い合わせ先 　TEL・FAX　0280-84-1138

６/ ９（金）～６/15（木）

一般質問予定日は

　雨に濡れたあじさいの青がひ
ときわ美しい季節　皆様いかが
お過ごしでしょうか。
　これから２ヵ月間猛暑日が続
くと思われます。おじいちゃん・
おばあちゃんから赤ちゃんまで
健康管理が大事です。バランス
のとれた食事と十分な睡眠が必
要と思われます。
　工夫をして、元気にこの夏を
乗り切りましょう。

編集後記 編集委員　板橋英治議会の動き（３月～５月）

次回定例会予定

 議会トピックス 

町村議会議員自治研究会に参加
　２月21日、茨城県内12町村で組織する町村議会議長会主催
の研究会が水戸市の茨城県市町村会館において開催され、当町
議会も参加をしました。
　研究会は、２名の講師による講演会の形式で行われました。
　１人目は、茨城県の菊地健太郎総務部長による「国の政策、
県の政策、地方行政の方向性」という演題で、国と地方の役割
の明確化として、地方は福祉や教育の充実に力を入れるべき。
また、自分の住む町の誇りが失われないか、誇りの空洞化は町
にとっての致命傷であると講演されました。
　２人目は、山形弁研究家　ダニエル・カール氏による「日米
文化比較論～人づくり・街づくり～」という演題で行われまし
た。自らが実際に経験したことを、山形弁や関西弁を織り交ぜ
て、日本で外国人と接触するときは、通じないという古い先入
観を捨てるということや、外国人からみた日本語と英語の特徴
をわかりやすく講演されました。


